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3月分より健康保険の保険料が、変更となります。昨年9月から都道府県ごとの保険料率に移行しています。介護保険料は全国一律の保険料率です。

　保険料の内訳は下の表のとおりになります。

	
	事業主

負担
	本人負担
	合計

	健康保険

（千葉）
	4.655％
（4.085%)
	4.655％（4.085%)
	9.31％
（8.17%)

	健康保険

（東京）
	4.66％

（4.09％）
	4.66％
（4.09％）
	9.32％
（8.18％）

	健康保険

（埼玉）
	4.65％

（4.085％）
	4.65％

（4.085％）
	9.3％

（8.17％）

	介護保険

(40～64歳)
	0.75％

（0.595%）
	0.75％
（0.595%）
	1.5％
（1.19%）


(　)内は２月までの料率
何らかの事情で社会保険の被保険者の月額変更、被保険者資格喪失の手続きをさかのぼって行う場合の取扱いが変わりました。
1.被保険者資格喪失届

　喪失年月日が、手続を行った日を60日以上遡る場合

(1)会社の役員

　以下の書類(写し)いずれかを添付
　　○株主総会の議事録
　　○登記簿謄本(役員変更の記載のあるもの）
(2)従業員
　以下の書類(写し)を添付

　　○退職日の属する月の賃金台帳

　　○退職日の属する月の出勤簿
2.月額変更届
　改定月初日(1日) が手続を行った日を60日以上遡る場合
(1)会社の役員

　①と②の書類を添付
　　①以下の書類(写し)いずれか
　　　○株主総会又は取締役会の議事録

　　　○代表取締役等による報酬決定通知書

　　　○役員間の報酬協議書

　　　○債権放棄を証する書類

　　②以下の書類(写し)いずれか

　　　○賃金の変動があった月の前月以降4ヶ月分の所得税源泉徴収簿

　　　○賃金の変動があった月の前月以降4ヶ月分の賃金台帳

(2)従業員
　①と②の書類を添付

　　①賃金の変動があった月の前月以降4ヶ月分の賃金台帳

　　②賃金の変動があった月の前月以降4ヶ月分の出勤簿

　賃金を大幅に（標準報酬月額５等級以上）引き下げる場合、遡及手続でなくとも、月額変更届提出の際、上記の月額変更届に添付する書類と同じものが必要となります。

　
　また、今後社会保険の調査は、6ヵ月以上遡って社会保険の手続を行った会社に対して重点的に行われます。手続きが遅れないようにしましょう。
「70歳まで働ける企業」の普及促進のため、中小事業主※が以下のような制度を定め、申請を行った場合、助成金が支給されます。
①65歳以上への定年の引上げ
②定年の定めの廃止

③希望者全員を対象とする70歳以上までの継続雇用制度の導入

④65歳前に契約期間が切れない契約形態による希望者全員を対象とする65歳以上までの継続雇用制度の導入
※以下のような条件を満たしていること
　①現在の就業規則の定年の定めが法律に準じていること

　②1年以上継続雇用されている60歳以上の雇用保険被保険者がいること
助成額
会社の現在の規定と今後の規定によって様々です。例を下表にあげます。詳しくはご相談ください。
①60歳定年、及び65歳までの希望者全員を対象とする継続雇用制度を定めている会社
	企業

規模（人）
	定年の引上げ(70歳以上)又は定年の廃止
	希望者全員を対象とする70歳以上までの継続雇用制度の導入
	定年の引上げ(65歳以上70歳未満)と希望者全員を対象とする70歳以上までの継続雇用制度の導入を併せて実施

	1～9
	80万円
	20万円
	60万円

	10～99
	120万円
	30万円
	90万円

	100～300
	160万円
	40万円
	120万円


②65歳の定年を定めている会社
	企業

規模（人）
	定年の引上げ(70歳以上)又は定年の廃止
	希望者全員を対象とする70歳以上までの継続雇用制度の導入

	1～9
	40万円
	20万円

	10～99
	60万円
	30万円

	100～300
	80万円
	40万円


Ｑ＆Ａなぜなにどうして？

Ｑ；私は基金に加入しています。２月20日に60歳になりますが、基金からも年額60万円がでるようです。年金をもらうための請求手続きを今後行う予定ですが、基金の場合はどんな振り込まれ方をするのでしょうか？ 
Ａ；日本年金機構の年金支払日とは異なり、金額と誕生月に応じて支払月は次表の通りとなります。

この年金は、支払い月の前月分までが支払月の1日（1日が金融機関の休業日に当たる場合は翌営業日）に支払われます。また、毎年1月の下旬に1年間の支払予定を記載した「企業年金連合会　老齢年金振込通知書」が送付されます。
年金の支給期間は、日本年金機構の年金と同様、原則として受給権が発生した日（誕生日の前日）の属する月の翌月から、受給権が消滅した日の属する月までです。

今回の場合、2月20日が誕生日ですので3月分から年金が支払われます。

3月分の年金が4月1日、もしくは3,4,5月分が6月1日に支払われ、その後は年6回、偶数月に2カ月分の年金が振り込まれます。
	年金額
	6万円
	6万円
	15万円
	27万円

	支払回数
	年1回
	年2回
	年3回
	年6回

	誕生月
	1,2月
	4月
	6月

12月
	4月

8月

12月
	2月

	
	3,4月
	6月
	
	
	4月

	
	5,6月
	8月
	
	
	6月

	
	7,8月
	10月
	
	
	8月

	
	9,10月
	12月
	
	
	10月

	
	11,12月
	２月
	
	
	12月
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健康保険料率介護保険料率の変更





被保険者資格喪失届、及び月額変更届の遡及手続
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助成金のご紹介～中小企業定年引上げ等奨励金～
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